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1. 国民の皆様へ 

国立科学博物館は，我が国唯一の国立の総合的な科学博物館であり，地球や生命，科学技術に対する人

類の認識を深め，人々が生涯を通じて人類と自然，科学技術の望ましい関係について考える機会を提供す

ることを使命としています。 

この使命を果たすため，地球と生命の歴史，科学技術の歴史を，標本資料を用いた実証的研究により解

明し，社会的有用性の高い自然史体系・科学技術史体系の構築を図る「調査研究事業」，調査研究を支える

ナショナルコレクションを体系的に構築し，人類共有の財産として将来にわたって確実に継承していく「標

本資料の収集・保管事業」，調査研究の成果やコレクション等知的・物的資源と社会のさまざまなセクター

との協働により，人々が自然や科学技術に関心を持ち考える機会を積極的に創出して，人々の科学リテラ

シーの向上に資する「展示・学習支援事業」を主要な事業として一体的に展開しています。 

 

平成27年度における事業の経過及び成果，当面の主要課題並びに今後の計画等は以下のとおりです。 

(1) 地球と生命の歴史，科学技術の歴史の解明を通じた社会的有用性の高い自然史体系・科学技術史体

系の構築（調査研究事業） 

自然史分野，科学技術史分野における標本資料に基づく実証的・継続的な研究である基盤研究ととも

に，「日本海周辺域の地球表層と生物相構造の解析」「生物の相互関係が創る生物多様性の解明」「近代日

本黎明期の科学技術の発展史の研究」「日本の生物多様性ホットスポットの構造に関する研究」の4テー

マの総合研究を進めています。このほか，科学研究費補助金や共同研究・受託研究等の外部資金による

研究の推進を図っているところです。 

これらの研究の成果は，論文や学会発表等によるほか，展示や学習支援活動，ホームページなどを通

じて国民の皆様に見える形で発信しています。また，連携大学院制度による学生や特別研究生等の受入

により，若手研究者の育成にも貢献しています。 

 

(2) ナショナルコレクションの体系的構築及び人類共有の財産としての将来にわたる継承（標本資料の

収集・保管事業） 

科学博物館の調査研究事業を通じて収集した標本資料とともに，寄贈，交換等により，平成 27 年度は

新たに約 11 万点の標本資料を登録し，平成 27 年度末の登録標本資料点数は約 440 万点となりました。 

自然史系の標本群は主に自然史標本棟および植物研究部棟に，理工・産業技術系の標本・資料は理工

第１，第２資料棟に，分別して収納・保管しています。これらの標本資料は人類共有の財産として，展

示や研究に供するとともに，将来世代に継承するために適切に保管していきます。 

あわせて，標本資料に関する情報のインターネットでの公開も進めており，標本・資料統合データベ

ースの充実等により，平成 27 年度には新規に約 16 万件のデータを増やし，あわせて約 214 万件のデー

タを公開しています。また，国内の博物館等と連携して，自然史や産業技術史に関する標本資料情報を

統合的に検索できるシステムの充実を図っています。特に自然史標本情報については，国際的プロジェ

クトである地球規模生物多様性情報機構(GBIF)の日本の拠点として海外にも情報を発信しています。 

また，企業，博物館等で所有している産業技術史資料の所在調査とデータベース化を行うとともに，

特に重要である資料を重要科学技術史資料として選出・登録し，資料の分散集積を図っています。 
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さらに，大学や博物館等で所有していた貴重な標本資料の散逸を防ぐため，全国の博物館等と連携し

たセーフティネット機能のホームページを通じた運用を行いました。 

 

(3) 科学博物館の資源と社会の様々なセクターとの協働による，人々の科学リテラシーの向上（展示・

学習支援事業） 

調査研究の成果やコレクションなど，科学博物館が保有する知的・人的・物的資源を活用するととも

に，社会の様々なセクターと協働して人々の科学リテラシーの向上を図るため，展示・学習支援事業を

推進しています。 

展示においては，地球館，日本館，シアター36○の常設展示について，補修や改善を図るなどより利

用しやすい展示場となるよう整備するとともに，地球館(Ⅰ期)の展示改修設計・施工業務を完了し，公

開準備を進め，一般公開しました。また，「大アマゾン展」「生命大躍進-脊椎動物のたどった道-」等

の特別展や，「世界のヒョウタン展-人類の原器-」「日本の科学者技術者展シリーズ第 11 回渋川春海と

江戸時代の天文学者たち-」「発見！体験！先端研究＠上野の山シリーズ山形から未来を照らすサイエン

ス-見る・聞く・感じるイノベーション-」等の企画展を開催し，会期中には当館研究員や関係機関の研

究者による講演会やギャラリートークを実施するなど，来場した方々の興味関心を喚起するイベントを

実施しました。これらの取組を通して，平成 27 年度には 221 万人を超える方々にご来館(園)いただい

たところです(筑波実験植物園，自然教育園含む)。 

学習支援事業においては，子供から大人まで様々な年代の人々を対象に，各種実験教室や自然観察会，

講座，講演会，コンクールをはじめ，研究者が直接利用者と対話するディスカバリートーク等，科学博

物館の高度な専門性を活かした独自性のある事業を実施したほか，「教員のための博物館の日」「大学

パートナーシップ制度」等学校との連携を図る事業を実施しました。また，科学系博物館における学習

支援活動を推進するため，それらの情報を全国の科学系博物館等と共有することを目指し学習支援活動

情報の集積を行いました。さらに，科学博物館という場を活用して，科学と社会を繋ぐサイエンスコミ

ュニケータの実践的な養成講座等を行い，サイエンスコミュニケーションを担う人材の養成に努めまし

た。 

社会の様々なセクターをつなぐ連携事業として，地域博物館と連携した「科博コラボ・ミュージアム」

や，企業や地域と連携した各種イベント等を行っています。 

この他，自然と科学の情報誌『milsil』の発行や，話題性の高い知見や出来事等をホームページ上で

分かりやすく解説する『ホットニュース』の掲載など，引き続き積極的に科学に関する情報を発信して

いくように努めているところです。 

今後も，人々が地球や生命，科学技術に関する認識を深め，人類と自然，科学技術の望ましい関係に

ついて考えていくことに貢献できるよう，事業展開を図っていきます。 
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2．科学博物館に関する基礎的な情報 

(1) 独立行政法人国立科学博物館の概要 

①目的 

独立行政法人国立科学博物館は，博物館を設置して，自然史に関する科学その他の自然科学及びそ

の応用に関する調査及び研究並びにこれらに関する資料の収集，保管及び公衆への供覧等を行うこと

により，自然科学及び社会教育の振興を図ることを目的とする。（独立行政法人国立科学博物館法第3

条） 

② 主要な業務内容 

当法人は，独立行政法人国立科学博物館法第3条の目的を達成するため以下の業務を行う。 

1. 博物館を設置すること。 

2. 自然史に関する科学その他の自然科学及びその応用に関する調査及び研究を行うこと。 

3. 自然史に関する科学その他の自然科学及びその応用に関する資料を収集し，保管して公衆の観

覧に供するとともに，これらの業務に関連する調査及び研究を行うこと。 

4. 前号の業務に関連する講演会の開催，出版物の刊行その他の教育及び普及の事業を行うこと。 

5. 第 1 号の博物館を自然科学の振興を目的とする事業の利用に供すること。 

6. 第 2 号及び第 4号の業務に関し，博物館その他これに類する施設の職員その他の関係者に対す

る研修を行うこと。 

7. 第 3 号及び第 4号の業務に関し，博物館その他これに類する施設の求めに応じて援助及び助言

を行うこと。 

8. 自然史に関する科学及びその応用に関する調査及び研究の指導，連絡及び促進を行うこと。 

9. 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

③ 沿革 

明10.1 文部省教育博物館 

明14.7 文部省東京教育博物館 

明22.7 高等師範学校附属東京博物館 

大 3.6 文部省東京教育博物館 

大10.6 文部省東京博物館 

昭 6.2 文部省東京科学博物館 

昭24.6 文部省国立科学博物館 

平13.1 文部科学省国立科学博物館 

平13.4 独立行政法人国立科学博物館 

④ 設立根拠法 

独立行政法人国立科学博物館法（平成11年法律第172号） 

⑤ 主務大臣（主務省所管課） 

文部科学大臣（文部科学省生涯学習政策局社会教育課） 
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⑥ 組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 事業所 

名  称 所在地 

国立科学博物館上野本館 東京都台東区上野公園7番20号 

筑波地区 茨城県つくば市天久保四丁目1番1号 

附属自然教育園 東京都港区白金台五丁目21番5号 

 

(3) 資本金の状況 

(単位：百万円） 

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

政府出資金 68,044 0 0 68,044 

資本金合計 68,044 0 0 68,044 

 

館 長 

評議員会 

監 事 

経営委員会 

経営管理部 

事業推進部 

動物研究部 

人類研究部 

地学研究部 

理工学研究部

筑波実験植物園 

附属自然教育園 

産業技術史資料情報センター 

昭和記念筑波研究資料館 

標本資料センター 

分子生物多様性研究資料センター 

植物研究部 

理 事 

監査室 

研究調整役 
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(4) 役員の状況                            平成28年3月31日現在 

役 職 氏 名 任  期 主な職業 

館 長 林 良博 
自平成25年4月1日 

至平成29年3月31日 

昭和50年 6月 東京大学医科学研究所助手 

昭和59年11月 〃〃助教授 

昭和62年11月 〃農学部助教授 

平成2年  6月 〃〃教授 

平成8年  4月 〃大学院農学生命科学研究科教授 

平成16年 4月 国立大学法人東京大学理事・副学長 

平成17年 4月 〃大学院農学生命科学研究科教授 

平成18年 4月 東京大学総合研究博物館長 

（平成22年3月まで）

平成18年 4月 財団法人山階鳥類研究所副所長 

（平成22年3月まで）

平成19年 4月 兵庫県森林動物研究センター所長 

平成22年 4月 東京農業大学農学部教授   

（平成25年3月まで）

平成22年 4月 財団法人山階鳥類研究所所長 

平成25年 4月 独立行政法人国立科学博物館長 

理 事 藤野 公之 
自平成27年4月1日 

至平成29年3月31日 

昭和60年 4月 文部省入省  

平成4年 1月 青森県教育委員会文化課長 

平成11年 7月 総務庁行政監察局調査官 

平成13年 7月 成田市教育委員会教育長 

平成16年 7月 文化庁文化部芸術文化課文化活動振興室長 

平成18年 4月 内閣府内閣官房内閣参事官 

平成19年 7月 文部科学省初等中等教育局主任視学官 

平成21年 7月 文部科学省生涯学習政策局生涯学習推進課長 

平成24年 1月 文部科学省生涯学習政策局政策課長 

平成25年 7月 文部科学省生涯学習政策局生涯学習総括官 

平成27年 4月 独立行政法人国立科学博物館理事(役員出向) 

監 事 

(非常

勤) 

髙山 昌茂 
自平成27年4月1日 

至平成27年事業年度

財務諸表承認日 

昭和62年 9月 英和監査法人（アーサーアンダーセン会計事

務所） 

平成 2年 2月 協和監査法人 

平成14年 4月 税理士法人協和会計事務所 

平成19年 1月 協和監査法人・税理士法人協和会計事務所代

表社員(現職) 

平成27年4月 独立行政法人国立科学博物館監事（非常勤） 

佐野 知子 

平成14年 3月 弁護士登録(東京弁護士会所属) 

(現在、名川・岡村法律事務所勤務) 

平成21年 4月 独立行政法人国立科学博物館監事(非常勤) 

 

 

(5) 常勤職員の状況 

常勤職員は平成28年3月31日現在， 125人（前年度比2人減、1.6％減）であり，平均年齢は45.2歳（前年

度末45.7歳）なっている。国等からの出向者は11人，民間からの出向者は0人である。平成28年3月31日退

職者は2人である。 
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3．財務諸表の要約 

 

①  貸借対照表（詳細は財務諸表Ⅰページ） 

（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部 

Ⅰ 流動資産 1,029 Ⅰ 流動負債 931

現金及び預金 940 未払金 698

未収金その他 88 その他 234

 Ⅱ 固定負債 1,829

Ⅱ 固定資産 72,707  

１ 有形固定資産 72,384  

建物，土地 66,373  

収蔵品 3,557  

その他 2,454  

２ 無形固定資産等 323 負  債  合  計 2,761

 純 資 産 の 部 

   Ⅰ 資本金(政府出資金) 68,044

   Ⅱ 資本剰余金 2,777

   Ⅲ 利益剰余金 154

     積立金 85

    前中期目標期間繰越積立金 0

    当期未処分利益 69

   純 資 産 合 計 70,975

資 産 合 計 73,735 負 債 ・ 純 資 産 合 計 73,735

注）四捨五入の関係で合計の数字が一致しないことがある。 

② 損益計算書（詳細は財務諸表Ⅱページ） 

（単位：百万円）

経常費用  経常収益 (B) 3,748

  博物館業務費 3,236  運営費交付金収益 2,614

    人件費 1,345  入場料収入 554

    博物館業務経費 1,700  資産見返負債戻入 242

    減価償却費 191  その他 338

  一般管理費 428  

    人件費 259 臨時損失 (C) 13

    博物館管理経費 77 臨時利益（D） 13

    減価償却費 92 当期純利益(E=B-A-C+D) 69

  受託研究費 15  

    人件費 3 その他の調整額(F) 0

    博物館業務経費 12 前中期目標期間繰越積立金取崩額  0

    減価償却費 0  

経常費用合計 (A) 3,679 当期総利益（E+F） 69

注）四捨五入の関係で合計の数字が一致しないことがある。 
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③ キャッシュ・フロー計算書（詳細は財務諸表Ⅲページ） 

（単位：百万円）

区     分 金 額 

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー (A) 440

人件費支出 ▲1,602

博物館業務支出 ▲1,573

科学研究費補助金支出 ▲168

その他の業務支出 ▲41

運営費交付金収入 2,765

入場料収入 531

その他収入 529

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー (B) ▲1,307

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー (C) ▲41

Ⅳ 資金増加額 (D=A+B+C) ▲909

Ⅴ 資金期首残高 (E) 1,849

Ⅵ 資金期末残高 (F=E+D) 940

注）四捨五入の関係で合計の数字が一致しないことがある。 

④ 行政サービス実施コスト計算書（詳細は財務諸表Ⅴページ） 

（単位：百万円）

区     分 金 額 

Ⅰ 業務費用 2,849

損益計算書上の費用 3,691

（控除）自己収入等 ▲842

Ⅱ 損益外減価償却相当額 1,327

Ⅲ 損益外減損損失相当額 -

Ⅳ 損益外利息費用相当額 0

Ⅴ 損益外除売却差額相当額 96

Ⅵ 引当外賞与見積額 3

Ⅶ 引当外退職給付増加見積額: 24

Ⅷ 機会費用 185

Ⅸ （控除）法人税等及び国庫納付額 -

Ⅹ  行政サービス実施コスト 4,485

注）四捨五入の関係で合計の数字が一致しないことがある 

（参考）財務諸表の科目の説明（主なもの） 

①貸借対照表 

現金及び預金：現金，預金など 

有形固定資産：土地，建物，機械装置，車両，工具，収蔵品，建設仮勘定など独立行政法人が長期に

わたって使用または利用する有形の固定資産 

無形固定資産：ソフトウェア，コンテンツなど，独立行政法人が長期にわたって使用または利用する

無形の固定資産 

運営費交付金債務：独立行政法人の業務を実施するために国から交付された運営費交付金のうち，未

実施の部分に該当する債務残高 

政府出資金：国からの出資金であり，独立行政法人の財産的基礎を構成 

資本剰余金：国から交付された施設費や寄付金などを財源として取得した資産で独立行政法人の財産

的基礎を構成するもの 
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利益剰余金：独立行政法人の業務に関連して発生した剰余金の累計額 

②損益計算書 

人件費：給料，賞与，法定福利費等，独立行政法人の職員等に要する経費 

博物館業務経費：独立行政法人の業務に要した費用 

博物館管理経費：独立行政法人の管理に要した費用 

博物館受託研究経費：外部からの受託研究の業務に要した費用 

減価償却費：業務に要する固定資産の取得原価を，その耐用年数にわたって費用として配分する経費 

受託研究費：外部からの受託研究に要した費用 

運営費交付金収益：国からの運営費交付金のうち，当期の収益として認識した収益 

入場料収入：上野本館、筑波実験植物園及び附属自然教育園の入館・入園料収入 

資産見返負債戻入：固定資産の減価償却額について資産見返勘定を取崩した収益 

臨時損失：固定資産の除却損が該当 

臨時利益：資産見返運営費交付金戻入等が該当 

③キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フロー： 

独立行政法人の通常の業務の実施に係る資金の状態を表し，サービスの提供等による収入，原材

料，商品又はサービスの購入による支出，人件費支出等が該当 

投資活動によるキャッシュ・フロー： 

将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の状態を表し，固定資産の取

得・売却等による収入・支出が該当 

財務活動によるキャッシュ・フロー： 

借入・返済による収入・支出等，資金の調達及び返済などが該当 

④行政サービス実施コスト計算書 

業務費用：独立行政法人が実施する行政サービスのコストのうち，独立行政法人の損益計算書に計上

される費用 

自己収入等：入場料収入，手数料収入，受託収入などの収益 

損益外減価償却相当額： 

償却資産のうち，その減価に対応すべき収益の獲得が予定されないものとして特定された資

産の減価償却費相当額（損益計算書には計上していないが，累計額は貸借対照表に記載されて

いる） 

損益外減損損失相当額： 

独立行政法人が中期計画等で想定した業務を行ったにもかかわらず生じた減損損失相当額

（損益計算書には計上していないが，累計額は貸借対照表に記載されている） 

損益外利息費用相当額： 

時の経過による資産除去債務の増加額（損益計算書には計上していないが，累計額は貸借対

照表に記載されている） 

  損益外除売却差額相当額： 

      償却資産のうち，その減価に対応すべき収益の獲得が予定されないものとして特定された資
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産を除却したときの未償却額，もしくは売却したときの売却額と未償却額の差額。 

引当外賞与見積額： 

財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合の賞与引当金見積額の増加コス

ト。 

引当外退職給付増加見積額 

財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合の退職給付引当金増加見積額。 

機会費用：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸した場合の本来負担す

べき金額などが該当 

 

4.財務情報 

(1) 財務諸表の概要 

①経常費用，経常収益，当期総損益，資産，負債，キャッシュ・フローなどの主要な財務データの経年

比較・分析 

（経常費用） 

平成 27 年度の経常費用は 3,679 百万円と，前年度比 248 百万円減（6％減）となっている。これ

は前年度に施設整備補助金による地球館Ⅰ期展示改修等工事が終了したため、本年度において展示

事業費が減少したことなどによるものである。 

（経常収益） 

平成 27 年度の経常収益は 3,748 百万円と，前年度比 201 百万円減（5％減）となっている。これ

は，前年度には計上されていた施設整備費補助金による地球館Ⅰ期展示改修等工事にかかる施設

費収益分の減などによるものである。 

（当期総利益） 

上記による経常損益に，臨時利益，臨時損失を計上した結果，平成 27 年度の当期総利益は 69 百

万円と，前年度比 48 百万円増（229%増）である。 

（資産） 

平成 27 年度末現在の資産合計は 73,735 百万円と，前年度比 2,081 百万円減（3％減）となってい

る。 

（負債） 

平成 27 年度末現在の負債合計は 2,761 百万円と，前年度比 750 百万円減（21％減）となってい

る。 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

平成 27 年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 440 百万円と，前年度比 166 百万円減（27％

減）となっている。入場料などの収入が 137 百万円増加するとともに、支出も 332 百万円増加して

いる。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

平成 27 年度の投資活動によるキャッシュ・フローは▲1,307 百万円と，前年度比 1,608 百万円の

減（534％減）となっている。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
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平成 27 年度の財務活動によるキャッシュ・フローは▲41 百万円と，前年度比 1百万円の増（2％

増）となっている。 

【主要な財務データの経年比較】 

（単位：百万円）

区   分 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

経常費用 4,556 3,719 3,810 3,927 3,679

経常収益 4,557 3,726 3,823 3,949 3,748

当期総利益 3 48 13 21 69

資産 81,632 77,064 75,047 75,817 73,735

負債 3,292 3,001 3,542 3,511 2,761

利益剰余金（又は繰越欠損金） 3 51 64 85 154

業務活動によるキャッシュ・フロー 471 167 315 606 440

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲1,485 ▲330 ▲504 301 ▲1,307

財務活動によるキャッシュ・フロー ▲ 38 ▲ 42 ▲1,459 ▲42 ▲41

資金期末残高 2,837 2,632 984 1,849 940

②セグメント事業損益の経年比較・分析 

（事業区分によるセグメント情報） 

展示にかかる費用は 995 百万円(前年度比 364 百万円減)（27％減），収益は 1,006 百万円，事業損益は

11 百万円となっている。 

調査研究にかかる費用は 1,816 百万円(前年度比 134 百万円増)（8％増），収益は 1,822 百万円，事業

損益は 6百万円となっている。 

教育にかかる費用は 441 百万円(前年度比 25 百万円増)（6％増），収益は 441 百万円，事業損益は 0百

万円となっている。 

【事業損益の経年比較(事業区分によるセグメント情報)】 

（単位：百万円） 

区分 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

 

展示 

費用 967 923 1,062 1,359 995

収益 968 925 1,064 1,359 1,006

損益 1 2 2 0 11

 

調査研究 

費用 2,540 1,812 1,786 1,682 1,816

収益 2,540 1,815 1,791 1,684 1,822

損益 0 3 5 2 6

 

教育 

費用 415 420 432 415 441

収益 415 420 433 416 441

損益 0 0 0 0 0

 

合計 

費用 3,921 3,155 3,281 3,456 3,251

収益 3,922 3,160 3,288 3,459 3,269

損益 1 5 7 3 18

注）四捨五入の関係で合計の数字が一致しないことがある。 

③セグメント総資産の経年比較・分析 

（事業区分によるセグメント情報） 

展示の総資産は 8,502 百万円と前年度比 453 百万円減（5％減）となっている。これは、地球館Ⅰ期展

示改修等工事を行ったことなどによるものである。 

調査研究の総資産は 61,802 百万円と前年度比 505 百万円の減（1％減），教育の総資産は 1,983 百万

円と前年度比 120 百万円の減（6％減）となっている。これは、地球館Ⅰ期展示改修等工事を行ったこと
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などによるものである。 

【総資産の経年比較(事業区分によるセグメント情報)】 

    （単位：百万円）

区分 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

展示 8,237 8,847 8,108 8,955 8,502

調査研究 68,024 63,112 62,643 62,307 61,802

教育 2,043 2,164 2,071 2,103 1,983

合計 78,304 74,123 72,822 73,365 72,287

 

④目的積立金の申請・承認の内容，取崩内容 

前中期目標期間繰越積立金のうち 0百万円（92,400 円）を過年度に自己収入で取得した償却資産の除

却にあたり、固定資産除却損に充てるため、取り崩している。 

 

⑤行政サービス実施コスト計算書の経年比較 

平成 27 年度の行政サービス実施コストは 4,485 百万円と，前年度比 962 百万円減(18％減)となって

いる。これは、損益外除売却差額相当額が 471 百万円減少したことなどによるものである。 

 

【行政サービス実施コストの経年比較】 

（単位：百万円）

区  分 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

業務費用 3,740 2,843 2,986 3,261 2,849

うち損益計算上の費用 4,585 3,739 3,850 3,938 3,691

うち自己収入 ▲ 845 ▲ 897 ▲ 865 ▲676 ▲842

損益外減価償却相当額 1,468 1,284 1,191 1,164 1,327

損益外減損損失相当額 1,806 － － － -

損益外利息費用相当額 ▲1 0 0 0 0

損益外除売却差額相当額 ▲1,266 ▲2,231 1,216 567 96

引当外賞与見積額 ▲ 8 ▲ 2 7 3 3

引当外退職給付増加見積額 100 76 42 ▲21 24

機会費用 950 666 654 472 185

（控除）法人税等及び国庫納付額 － － － － －

行政サービス実施コスト 6,789 2,636 6,097 5,447 4,485

 

注) 四捨五入の関係で合計の数字が一致しないことがある 

 

 

(2) 重要な施設等の整備等の状況 

① 当事業年度中に完成した主要施設等 

地球館屋上改修その他工事（運営費交付金を財源）（改修工事費：133 百万円） 

② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

なし 

③ 当事業年度において処分した主要施設等 

なし 
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(3) 予算及び決算の概要 

(単位:百万円)

区分 
23 年度 24 年度 25 年度 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 

収入   

運営費交付金 3,385 3,385 3,034 2,936 2,773 2,773

入場料等収入 388 858 404 881 408 888

施設整備費補助金 - 3,062 - 217 - 788

研究開発施設共用等

促進費補助金 

- 25 - 24 - 26

目的積立金取崩 - 76 - - - -

合   計 3,773 7,406 3,438 4,057 3,181 4,475

支出   

業務経費 1,996 2,458 1,647 1,937 1,542 2,412

一般管理費 655 556 683 585 631 569

人件費 1,122 1,083 1,108 978 1,008 964

施設整備費   - 3,062 - 217 - 788

研究開発施設共用等

促進費 

 - 25 - 24 - 26

災害損失引当金取崩  - 39 - - - -

合   計 3,773 7,224 3,438 3,741 3,181 4,758

区分 
26 年度 27 年度 

予算 決算 予算 決算 差額理由 

収入    

運営費交付金 2,783 2,783 2,765 2,765   

入場料等収入 412 711 416 871 下記，注 1 参照 

施設整備費補助金 - 2,077 - -  

研究開発施設共用等

促進費補助金 

- 25 - 27
  

目的積立金取崩 - - - -   

合   計 3,195 5,596 3,182 3,663   

支出    

業務経費 1,508 1,813 1,508 2,467 下記，注 2 参照 

一般管理費 611 410 611 421  

人件費 1,076 1,041 1,062 1,058  

施設整備費 - 2,077 - - 下記、注 3 参照 

研究開発施設共用等

促進費 

- 25 - 27
  

災害損失引当金取崩 - - - -   

合   計 3,195 5,366 3,182 3,973   

注 1) 収入の部において，入場料等収入の決算額が予算額に比して大きくなっているのは，入場料収入が予算を上

回ったことや、外部資金（寄付金，受託収入等）等の運営費交付金算定対象外の収入があることが主な理由で

ある。 

注 2) 業務経費について，決算額が予算額に比して大きくなっている要因の一つとして，外部資金（寄付金，受託

収入等）については運営費交付金算定対象外であることが主な理由である。 

注 3) 四捨五入の関係で合計の数字が一致しないことがある。 

 

 

(4) 経費削減及び効率化に関する目標及びその達成状況 

当法人においては，前中期目標期間の最終年度の実績に比して，当中期目標期間終了年度における一

般管理費を 15％，業務経費を 5％削減することを目標としている。この目標を達成するべく，調達方法

の見直し等により削減を図っているところである。   
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(単位:百万円)

区分 

前中期目標期

間 

終了年度 

当中期目標期間 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率

一般管理費 686 100% 664 97% 679 99% 615 90% 603 88% 581 85%

業務経費 2,274 100% 2,140 94% 2,124 93% 2,190 96% 2,175 96% 2,114 93%

 

5.事業の説明 

(1) 財源の内訳 

 ①内訳 

当法人の経常収益は 3,748 百万円で，その内訳は，運営費交付金収益 2,614 百万円(収益の 70％)，入

場料収入 554 百万円(15％)などとなっている。これを事業別に区分すると，展示関係については運営費

交付金収益 723 百万円(19％)、入場料収入 181 百万円(5％)など，教育普及関係については運営費交付

金収益 327 百万円(9％)や入場料収入 74 百万円(2％)など，研究関係については運営費交付金収益 1,564

百万円(42％)，入場料収入 30 百万円（0.8％），受託収入 15 百万円(0.4％)などとなっている。この他，

運営費交付金を財源として資産を購入している。 

 

②自己収入の明細 

  当法人では、入場料収入として、554百万円の自己収入を得ている。これは、博物館の維持運営のため

のやむを得ない必要対価として、来館者より頂いている入館料・入園料である。その他収入として、66

百万円の自己収入を得ている。これは、館内におけるレストランやショップなどの運営委託業者から徴

収している土地建物貸付料などである。外部資金として、123百万円の自己収入を得ている。これは、国

からの研究開発施設共用等促進費補助金27百万円、受託収入15百万円、寄付金42百万円及び科学研究費

補助金の間接経費39百万円である。事業実施収入として、119百万円の自己収入を得ている。これは、大

学パートナーシップ加盟校から頂いている会費30百万円、特別展会場での物販業者から徴収している賃

料27百万円、設置業者から徴収している自動販売機収入17百万円、当法人の会員制度「友の会」へ加入

された来館者から頂いている友の会収入16百万円及び刊行物販売などの収入29百万円である。 

 

(2) 財務情報及び業務実績の説明 

Ⅰ 地球と生命の歴史，科学技術の歴史の解明を通じた社会的有用性の高い自然史体系・科学技術史体系

の構築 

本事業は，地球と生命がどのように進化してきたか，人類が如何に文明を築いて科学技術を発展させて

きたかを，自然史や科学技術史の観点から実証的に，継続的に探究し，その研究成果を裏付けとなる標本

資料とともに将来へ伝えていくことを目的に実施している。 

事業の財源としては，運営費交付金（1,564 百万円）をはじめ，受託研究・寄付金等の自己収入などを

充てている。また，事業に要する費用は，人件費 1,010 百万円，業務経費 680 百万円となっている。 

（当該事業は，Ⅱに掲げられている事業（ナショナルコレクションの体系的構築および継承）と不可分

の事業であり，これらの事業にかかる財源・費用を個別に算出することは難しく，便宜上セグメント上，

「研究」に区分している額を表記している。） 
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（事業の詳細については、1～37ページ参照） 

 

Ⅱ ナショナルコレクションの体系的構築及び人類共有の財産としての将来にわたる継承 

本事業は，自然史・科学技術史研究の根幹をなす標本資料を，ナショナルコレクションとして構築し，

科学的再現性を担保する物的証拠として，あるいは自然の記録や人類の知的活動の所産として，継続的に

収集・保管し，将来にわたって継承していくことを目的に実施している。 

事業の財源としては，運営費交付金（1,564 百万円）をはじめ，受託研究・寄付金等の自己収入などを

充てている。また，事業に要する費用は，人件費 1,010 百万円，業務経費 680 百万円となっている。 

（当該事業は，Ⅰに掲げられている事業（自然史体系・科学技術史体系の構築）と不可分の事業であり，

これらの事業にかかる財源・費用を個別に算出することは難しく，便宜上セグメント上，「研究」に区分し

ている額を表記している。） 

（事業の詳細については、38～52ページ参照） 

 

Ⅲ 科学博物館の資源と社会の様々なセクターとの協働による，人々の科学リテラシーの向上 

本事業は，当館の調査研究，標本資料の収集を通して蓄積した知的・物的資源を，社会のさまざまなセ

クターと協働し，人々の興味関心を引く博物館ならではの方法で社会に還元することにより，より多くの

人々の科学に対する好奇心を刺激し，生涯を通じた科学リテラシーの向上に資することを目的に実施して

いる。 

事業の財源としては，運営費交付金（1,050 百万円）をはじめ，入場料収入などを充てている。また，事

業に要する費用は，人件費 338 百万円，事業経費 1,032 百万円などとなっている。 

（当該事業については，セグメント上，「展示」「教育普及」に区分している額を合算して表記している。） 

（事業の詳細については、53～148ページ参照） 

 

6．事業等のまとまりごとの予算・決算の概況 

（１）収入 

   各事業とも、入場料等収入において決算額が予算額を上回っているのは、入場料収入が予算を上回

った（170 百万円）ことによる他、外部資金 89 百万円（受託研究収入、寄付金収入等）、施設貸出 65

百万円など、運営費交付金算定対象外の収入があったためである。 

    

（２）支出 

  展示事業 

   展示関係経費において、決算額が予算額を上回っているのは、前年度運営費交付金債務のうち、266

百万円を財源に展示環境整備等を行ったためである。 

調査研究事業 

   研究関係経費において、決算額が予算額を上回っているのは、外部資金 67 百万円（受託研究、寄付

金等）など、運営費交付金算定対象外の収入による支出や前年度運営費交付金債務のうち、14 百万円

を財源に研究環境整備等を行ったためである。なお、研究開発施設共用等促進費補助金は、予算上見
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込んでいない。 

学習支援事業 

   教育普及関係経費において、決算額が予算額を上回っているのは、教育普及事業関連収入 34 百万円

(教育普及事業、パートナーシップ事業等)など、運営費交付金算定対象外の収入による支出があった

ためである。 

�共通 

   一般管理費において、決算額が予算額を下回っているのは、節減努力によるものの他、上野土地借

料（93 百万円）など複数のセグメントに跨がる経費については、予算上、一般管理費に計上し、決算

時に各セグメントへ振替を行っているためである。 
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